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労働保険とは、労災保険と雇用保険の2つの
保険の総称です。	

� 労災保険 

(労働者災害補償保険) 
 

労働者が仕事(業務)や通勤が原因で負傷した場合、
また、病気になった場合や亡くなった場合に被
災労働者やご遺族を保護するための給付等を
行っています 

� 雇用保険 

 
 

労働者が失業した場合や働き続けることが困難
になった場合、また自ら教育訓練を受けた場合
等に、生活・雇用の安定と就職の促進を図るた
めの給付等を行っています	
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Q1 
労働保険って誰
が入らないとい
けないの？	

・義務なの？ 
 

・事故なんて無いか
ら入りたくない。　 

　　 

・うちはアルバイト
1人いるだけの小さ
なお店だよ。　　　　　　	



A1．労災保険 
 
アルバイト、パート、
正社員等名称や雇用形
態にかかわらず、労働
者を1人でも雇ってい
るお店は加入義務があ
ります 

・学生アルバイトだけ
⇒加入義務　あり 
 
・外国人を雇っている　　
⇒加入義務　あり 
 



A1．雇用保険 
 
労災保険加入者のうち、
1 週間の所定労働時間
が	20 時間以上であり、
かつ	31 日以上の雇用
見込みがあれば加入義
務があります 

・昼間学生アルバイト
⇒加入義務　なし 
 
・外国人を雇っている　　
⇒加入義務　あり 
 



Q2 
労働保険の対
象にならない
人っている
の？	



A2. 
労働者でない人です。 
 
労働者とは、職業の種
類にかかわらず、お店
（事業）に使用される
者で、労働の対価とし
て賃金が支払われる者
のことをいいます 

・経営者1人だけでお店を
やっている 
⇒加入対象外 
 
・経営者と同居の親族のみで
お店をやっている 
⇒基本的には加入対象外だが
実態により、加入義務対象と
なる場合がある 
 
・請負契約や業務委託契約を
結んでいる 
⇒基本的には加入対象外だが
実態により、加入義務対象と
なる場合がある 



Q3 
加入の手続き
はどこに行け
ばいいの？	



A3 
 
労災保険　 
⇒労働基準監督署 
 
 
雇用保険　 
⇒ハローワーク 
（公共職業安定所） 



Q4.年間の保険料
はいくらかかる
の？ 



A4_飲食店の保険料率 
 
 
労災保険　 
　　　⇒　3/1,000 
（プラス　一般拠出0.02/1,000） 

 
雇用保険　 
　　　⇒　9/1,000 
（事業主負担分6/1,000+被保険
者負担分3/1,000） 

（例1）　月々10万円（週25時間勤務）の従業員1人 
　　　		　ボーナスなし 
年間賃金額　120万円の従業員がいた場合 
	
労災保険料　120万円　×　		3/1,000　＝　3,600円 
一般拠出金　120万円　× 0.02/1,000    ＝　	　24円 
雇用保険　　120万円　×　		9/1,000　＝	10,800円 
 
年間労働保険料　14,424円 

（例2）　月々8万円（週15時間勤務）の従業員1人 
　　　		　ボーナスなし 
年間賃金額　96万円の従業員がいた場合 

労災保険料　96万円　×　	3/1,000　＝　2,880円 
一般拠出金　96万円　× 0.02/1,000    ＝　	　19円 
雇用保険　　加入対象外 
 
年間労働保険料　2,899円 



Q5.加入手続きを
怠っていた場合
は？ 



A5 
 
1.遡って保険料
を徴収するほか、
追徴金も徴収し
ます。 

労働保険は、政府が管理運営している強制的な保
険であり、原則として労働者（パート・アルバイ
トを含む）を一人でも雇っていれば、事業主は労
働保険の加入手続を行い、労働保険料を納めなけ
ればなりません。 

加入手続を行うよう指導を受けたにもかかわらず、
自主的な加入を行わず再三の加入勧奨によっても
加入しない事業主については、職権により加入手
続を行い労働保険料を遡って徴収、併せて追徴金
を徴収することになります。 

また、労働保険料や追徴金を支払っていただけな
い場合には、滞納者の財産について差し押さえ等
の処分を行います。 



A5 
 
2.労働災害が生
じた場合、労災
保険給付額の全
部または一部を
徴収します 

事業主が故意又は重大な過失により労災保険の加入
手続を行っていない期間中に労働災害が発生し、労
災給付を行った場合は、事業主から労働保険料を
遡って徴収（併せて追徴金を徴収）するほかに、労
災給付に要した費用の	100％又は40％を徴収するこ
とになります。	



A5 
 
3.事業主のため
の助成金が受け
られません。 

雇用調整助成金（休業によって雇用の維持をはか
る事業主に助成）や、特定求職者雇用開発助成金
（高年齢者や障害者など、就職が困難な者を雇い
入れる事業主に助成）などの、事業主のための雇
用関係助成金については、労働保険料の滞納があ
る場合は、受給できない可能性があります。 



最後に	

労働保険は、飲食店の営業許可証と同じく絶対
に必要なものであり事業主として加入義務があ
ります。 
労働者を雇ったら必ず加入をしましょう！	

・今後、労災保険の給付の内容や事業主が加入できる労災の特別加
入についても配信していきます。	


